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はじめに 

 

全国的に人口が減少する中、本村の人口は平成 25 年度に 15,000 人を超え、

平成 30 年度には 15,500 人に到達し、着実に増加しています。しかし高齢化率

も上昇しており、少子高齢化は本村にも確実に迫っています。さらには、社会

環境が変わっていく中、家族構成の変化、高齢者のみ世帯の増加やライフスタ

イルの多様化など、家族関係や地域社会のあり方も大きく変化しています。こ

うした状況を背景に、過労や生活困窮、育児や介護疲れ、また孤立など様々な

社会問題が生じております。 

我が国の自殺者数は、平成 10 年から年間３万人を超える深刻な状態であり

ましたが、平成 21 年以降は７年連続で減少しております。しかし、人口 10 万

人当たりの自殺死亡率は世界の主要先進７か国の中では最も高く、年間自殺者

数も依然として２万人を超えるという非常事態が続いています。 

このような背景の下、平成 28 年４月には、国の「改正自殺対策基本法」が

施行され、各市町村に“生きることの包括的な支援”を基本理念とした「市町

村自殺対策計画」の策定が義務づけられました。さらにこの法律改正を受け

て、平成 29 年７月には国の「自殺総合対策大綱」が見直されました。 

こうした状況を踏まえ、本村では「誰も自殺に追い込まれることのない南箕

輪村」の実現を目指し、「南箕輪村自殺対策計画」を策定いたしました。この

計画では、本村における自殺対策を総合的に推進するための具体的な施策を定

めており、今後は本計画に基づいて、全庁的に、また関係機関等との連携を強

化しながら「自殺は防ぐことができる」という信念のもとに取り組んでまいり

ます。 

村民の皆様には、より一層のご理解とご協力をいただきますようお願い申し

上げます。 

 

南箕輪村長 唐 木 一 直 
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第１章 計画策定の趣旨等                   

 

１ 趣旨 

我が国の自殺者数は、平成 10 年に急増し、３万人を超える深刻な状態でし

たが、平成 18 年 10 月に「自殺対策基本法」（以下「基本法」という。）が施行

されて以降、「個人の問題」と認識されがちであった自殺は「社会の問題」と

捉えられるようになり、自殺対策の総合的な推進の結果、自殺者数は減少傾向

になりました。 

しかしながら、人口 10 万人当たりの自殺死亡率は世界の主要先進７か国の

中では最も高く、年間自殺者数も依然として２万人を超えるという非常事態が

続いています。このような状況の中、平成 28 年に改正基本法が施行され、「誰

も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指して、全ての都道府県、

市区町村が自殺対策計画を策定することとなりました。 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上

の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの

様々な社会的要因があることが知られています。（自殺の危機要因イメージ

図：図１参照） 

これらの背景を踏まえ、本村としても自殺対策計画を策定し、「生きること

の包括的な支援」として、地域全体で自殺対策に取り組み、「誰も自殺に追い

込まれることのない南箕輪村」の実現を目指します。 

 

図１：自殺の危機要因イメージ図（厚生労働省資料） 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、基本法第 13 条第２項に定める「市町村地域自殺対策計画」であ

り、国の基本法の基本理念や「自殺総合対策大綱」の基本認識や方針を踏まえ

て策定します。 

また、長野県の「第３次長野県自殺対策推進計画」や本村の「第５次総合計

画」、「地域福祉計画」、「保健計画」等の関連計画との整合を図ります。 

 

３ 計画の期間 

国の自殺総合対策大綱が概ね５年を目途に見直しが行われることを踏まえ、

本計画の推進期間は平成 31 年度（2019 年度）から平成 35 年度（2023 年度）

までの５年間とします。国の政策と連携する必要があることから、国の動向や

社会情勢の変化に配慮し、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

４ 計画の目標 

「自殺総合対策大綱」では、平成 38 年（2026 年）までに平成 27 年と比べて

自殺死亡率を 30％以上減少させることとしています。 

本村は、「誰も自殺に追い込まれることのない南箕輪村」の実現を目指しま

す。 
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第２章 南箕輪村における自殺の現状 

１ 自殺の現状 

自殺者数に関連する統計として主に用いられるものとして、厚生労働省「人

口動態統計」と警察庁「自殺統計」が挙げられます。 

「人口動態統計」は、日本における日本人を対象とし、住所地を基にした統

計であり、「自殺統計」は、総人口（外国人を含む）を対象とし、発見地及び

住居地を基にしています。 

これらの統計データを用いて、自殺総合対策推進センター※1が自治体ごと

に分析を行い、「地域自殺実態プロファイル」※2が示されました。 

 
※1自殺総合対策推進センター 

改正された基本法の新しい理念に基づき、学際的な観点から関係者が連携して自殺対策の
PDCA サイクル（Plan(計画)→Do（実行）→Check（評価）→Act（改善）の４段階を繰り返す
ことによって、業務を継続的に改善する手法）に取り組むためのさまざまな情報の提供及び
民間団体を含めた地域の自殺対策を支援する機能を強化することを目的に設立された厚生労
働省所管の組織。 
 

※2地域自殺実態プロファイル 
「人口動態統計」「自殺統計」、警察庁自殺統計原票データを自殺総合対策推進センターと
厚生労働省自殺対策推進室で特別集計し作成した「特別集計」の３種類を用いて作成された
もの。 

 

（１）自殺者数の推移 

本村の年間自殺者数は、平成 24 年から平成 28 年までの５年間の平均は

3.4 人で、年による増減はありますが、概ね横ばいの状況となっています。

また自殺死亡率※3は、上伊那及び長野県と比較しても高い状況となっていま

す。 

※3自殺死亡率（自殺率）  

人口 10 万人あたりの自殺者数 

 

<自殺者数の推移> 

 
平成 
24 年 

平成 
25 年 

平成 
26 年 

平成 
27 年 

平成 
28 年 

合計 
自殺率 

(10 万対) 

長野県 466 416 463 404 368 2,117 19.7 

上伊那 35 40 42 37 36 190 20.2 

南箕輪村 ５ ３ ４ ３ ２ 17 22.8 

出典：警察庁「自殺統計」 
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<南箕輪村における長期的な推移> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

   

出典：地域自殺実態プロファイル 

 

 

（２）男女・年齢別自殺者数 

平成 24 年から平成 28 年までの村における自殺者について、性別・年齢別

の平均でみると、30 歳代男性、50 歳代男性、70 歳代女性の順で多くなって

います。 

 

<南箕輪村における自殺者の男女・年齢別割合> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：警察庁「自殺統計」 

 

（南箕輪村） 

（南箕輪村） 

（南箕輪村） 

（人） 
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（３）対策が優先されるべき対象群 

平成 24 年から平成 28 年の 5年間における自殺の実態について、「地域自殺

実態プロファイル」により、自殺で亡くなる人の割合が多い属性（性別×年

代別×職の有無別×同居人の有無別）の上位５区分が示されました。 

また、この属性情報から、本村において推奨される重点施策として、「高齢

者」「生活困窮者」「子ども・若者」「無職者・失業者」「勤務・経営」に対す

る取組があげられました。 

 

<南箕輪村におけるリスクが高い対象群> 

上位５区分 
自殺者数 
５年計 

割合 
自殺率※4 
(10 万対) 

背景にある主な自殺の危機経路※5 

１位 
女性 60 歳以上 
無職同居 

３ 17.6% 37.4 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

２位 
男性 20～39 歳 
無職同居 

２ 11.8% 210.6 
①【30 代その他無職】ひきこもり＋家族間の不和→孤立→自

殺 

②【20 代学生】就職失敗→将来悲観→うつ状態→自殺 

３位 
男性 40～59 歳 
有職独居 

２ 11.8% 130.4 
配置転換（昇進/降格含む）→過労＋仕事の失敗→うつ状態

＋アルコール依存→自殺 

４位 
男性 60 歳以上 
有職同居 

２ 11.8% 52.6 
①【労働者】身体疾患＋介護疲れ→アルコール依存→うつ状

態→自殺 

②【自営業者】事業不振→借金＋介護疲れ→うつ状態→自殺 

５位 
男性 40～59 歳 
無職独居 

１ 5.9% 762.0 失業→生活苦→借金→うつ状態→自殺 

 

<上伊那におけるリスクが高い対象群> 

上位５区分 
自殺者数 
５年計 

割合 
自殺率 
(10 万対) 

背景にある主な自殺の危機経路 

１位 
男性 60 歳以上
無職同居 

32 16.8% 45.6 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）＋身体疾患→自

殺 

２位 
男性 40～59 歳
有職同居 

21 11.1% 21.1 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋仕事の失敗→うつ

状態→自殺 

３位 
男性 20～39 歳
有職同居 

19 10.0% 27.8 
職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック企業)→パワハラ＋過

労→うつ状態→自殺 

４位 
女性 60 歳以上
無職同居 

19 10.0% 15.3 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

５位 
男性 60 歳以上
有職同居 

16 8.4% 26.7 
①【労働者】身体疾患＋介護疲れ→アルコール依存→うつ状

態→自殺 

②【自営業者】事業不振→借金＋介護疲れ→うつ状態→自殺 

順位は自殺者数の多さに基づき、自殺者数が同数の場合は自殺率の高い順とした。 
※4自殺率の母数（人口）は平成 27 年国勢調査を元に自殺総合対策推進センターにて推計。 
※5「背景にある主な自殺の危機経路」は自殺実態白書 2013（ライフリンク）を参考にしたも
ので、危機経路を類似的に例示しているもの。 

出典：地域自殺実態プロファイル 
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第３章 南箕輪村における自殺対策の取組 

１ 基本的な考え方 

（１）自殺対策の基本理念 

自殺総合対策大綱では、自殺対策の本質が「生きることの支援」であるこ

とを改めて確認し、「いのち支える自殺対策」という理念を前面に打ち出し

て、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指すとしていま

す。 

本村においても、「誰も自殺に追い込まれることのない南箕輪村」を基本理

念とし、全庁的連携のもと、自殺対策を推進していきます。 

     

（２）自殺対策の基本認識 

本村における自殺対策においては、村の自殺の現状と課題等を踏まえ、次

のような基本認識に基づいて取り組みます。 

 

① 自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。 

自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児

や介護疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要因があることが知られて

います。自殺に至る心理としては、様々な悩みが原因で追い詰められ自殺

以外の選択肢が考えられない状態となっていることが明らかになっていま

す。 

このように、個人の自由な意思や選択の結果ではなく、「自殺は、その多

くが追い込まれた末の死」ということを認識する必要があります。 

 

② 自殺は防ぐことができます。 

本村の自殺死亡率は、長野県及び上伊那と比較し高い状況となっていま

す。 

自殺の背景にある様々な要因のうち、失業や倒産、多重責務、長時間労

働などの社会的要因については、相談・支援体制の整備・充実という社会

的な取組により自殺を防ぐことができます。 

また、自殺に至る前のうつ病、アルコール依存症、統合失調症等の精神

疾患については、早期発見と早期治療につなげることにより、多くの自殺

を防ぐことができるということを認識する必要があります。 

 

③ 自殺を考えている人は、悩みながらもサインを発しています。 

例え自殺を考えていても、その意思が固まっている人はまれであり、多

くの場合、心の中では「生きたい」という気持ちとの間で死の瞬間まで激

しく揺れ動き、不眠や原因不明の体調不良など、自殺の危険を示すサイン
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を発していることが多いとされています。このようなサインに周囲の人が

気づくことが、自殺予防につながるということを認識する必要がありま

す。 

 

自殺のサイン（自殺予防の十か条） 

次のようなサインを数多く認める場合は、自殺の危険が迫っています。 

 

１ うつ病の症状に気をつけよう（気分が沈む、自分を責める、仕事の能率

が落ちる、決断できない、不眠が続く） 

２ 原因不明の身体の不調が長引く 

３ 酒量が増す 

４ 安全や健康が保てない 

５ 仕事の負担が急に増える、大きな失敗をする、職を失う 

６ 職場や家庭でサポートが得られない 

７ 本人にとって価値のあるもの（職、地位、家族、財産）を失う 

８ 重症の身体の病気にかかる 

９ 自殺を口にする 

10 自殺未遂におよぶ 

 

出典：内閣府「自殺対策白書 平成 20 年版」 

 

（３）自殺対策の基本方針 

平成 29 年７月に閣議決定された自殺総合対策大綱では、自殺総合対策の基

本方針として以下のとおり掲げられています。本村でも自殺対策における基

本認識を踏まえ、総合的な対策に取り組みます。 

 

① 生きることの包括的な支援としての推進 

個人においても地域においても、自己肯定感や信頼できる人間関係、危

機回避能力等の「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」より、

失業や多重債務、生活苦等の「生きることの阻害要因（自殺のリスク要

因）」が上回ったときに自殺のリスクが高まると言われています。 

そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組に加え

て、「生きることの促進要因」を増やす取組を行い、自殺リスクを低下させ

る方向で推進する必要があります。 

「生きる支援」につながる、あらゆる取組を広く自殺対策として捉え、

これらを総動員して「生きることの包括的な支援」として対策を推進して

いきます。 
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② 関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開 

自殺を防ぐためには、精神保健的な視点だけでなく、自殺のリスク要因

となり得る生活困窮、児童虐待、性的マイノリティ、いじめ等、関連分野

の施策が密接に連携した包括的な取組が重要になります。 

本村では、自殺対策推進の中核組織として「南箕輪村いのち支える自殺

対策推進本部」を設置し、全庁的に取組を推進していきます。 

「生きる支援」に関わる関連施策の担当部署や担当者が、それぞれ自殺

対策の一翼を担っているという意識を共有し、連携して対策に取り組んで

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 対応の段階ごとの対策の効果的な連動 

自殺対策におけるそれぞれの時系列的な段階において対策を推進してい

きます。 

ア 事前対応（例：SOS の出し方に関する教育等、ゲートキーパー研修等） 

心身の健康の保持増進についての取組、自殺や精神疾患等についての

正しい知識の普及啓発等、自殺の危険性が低い段階での対応 

イ 自殺発生の危機介入（例：こころの相談等） 

現に起こりつつある自殺の危機に介入し、自殺を防ぐための対応 

ウ 自殺や自殺未遂が生じた場合の事後対応（例：自死遺族交流会等） 

自殺で身近な人を亡くした遺族や職場の同僚等への支援や、自殺未遂

をした人が再び自殺行動に至らないようにするための支援等の対応 

 

  

【南箕輪村いのち支える自殺対策推進本部】の構成 

村長/副村長/教育長/総務課長/地域づくり推進課長/財務課長/ 

会計管理者/住民環境課長/健康福祉課長/子育て支援課長/ 

産業課長/建設水道課長/議会事務局長/教育次長  
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④ 実践と啓発を両輪として推進 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、

危機に陥った人の心情や背景が理解されにくいという現状があります。 

そうした心情や背景への理解を深めることも含めて、危機に陥った場合

には誰かに援助を求めることが適当であるということが、地域全体の共通

認識となるように、積極的に普及啓発を行っていきます。 

全ての住民が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに

気づき、必要に応じてさまざまな分野の専門家につなぎ、その助言を受け

ながら見守っていけるよう、広報活動、教育活動等に積極的に取り組みま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

５つの「基本施策」（P10～P15） 

◆地域におけるネットワークの強化 

◆自殺対策を支える人材育成 

◆住民への啓発と周知 

◆生きることの促進要因への支援 

◆児童生徒の SOS の出し方に関する

教育 

５つの「重点施策」（P16～P21） 

◆高齢者への対策 

◆生活困窮者への対策 

◆子ども・若者への対策 

◆無職者・失業者への対策 

◆勤務・経営への対策 

生きる支援関連施策（P23～P26） 

既存事業を自殺対策（地域づくり）の観点から捉えなお

し、様々な課題に取り組む各課、各組織の事業を連携 

誰も自殺に追い込まれることのない南箕輪村 
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２ ５つの基本施策 

５つの基本施策とは、国が示した「地域自殺対策政策パッケージ」※におい

て、すべての市町村が共通して取り組む必要があるとされている、地域で自殺

対策を進めるうえで欠かすことができない基盤的な取組となります。 

 
※地域自殺対策政策パッケージ 
地域自殺対策計画の策定を支援するため、自殺対策推進センターが開発し公表したもの。全

国的に実施されることが望ましい施策群からなる「基本パッケージ」と、地域において優先的
な課題となり得る施策について詳しく提示した「重点パッケージ」から構成されている。 

 

 

（１）地域におけるネットワークの強化 

自殺の多くは、家庭や学校、職場の問題、健康問題などの様々な要因が関

係しているものであり、それらに適切に対応するためには、地域の多種多様

な関係者が連携・協力し、既存のネットワークを活用しながら、地域で支え

るむらづくりを推進していきます。 

 

「南箕輪村いのち支える自殺対策推進本部」の設置 担当課 

自殺対策推進の中核組織として、企画・調整や計画の進

捗状況の検証などを行います。また、総合計画推進委員会

で情報共有、計画の進捗状況の確認等を行い、全庁的連携

のもと「生きる支援」を推進していきます。 

健康福祉課 

地域づくり推進課 

各種協議会・連絡会を利用した連携体制の強化 担当課 

様々な問題が複雑化する前に、より早い段階での問題

解決ができるよう既存のネットワークを活用し、関係機

関の連携を強化します。 

・南箕輪村子育て世代包括支援センター 

・南箕輪村要保護児童対策地域協議会 

・南箕輪村民生児童委員協議会 

・南箕輪村地域包括支援センター運営協議会 

・自立相談支援事業上伊那圏域支援調整会議  

・子どもの学習支援事業連携会議 

・学校運営委員会 

・南箕輪村いじめ問題対策連絡協議会     等 

子育て支援課 

健康福祉課 

教育委員会 

上伊那圏域での自殺対策を議題とする協議会等 担当課 

圏域ごとでの自殺対策を議題とする協議会等に参加

し、相互の連携の強化を図ります。 

健康福祉課 
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（２）自殺対策を支える人材の育成 

さまざまな悩みや生活上の困難を抱える人に対しては早期の「気づき」が

重要であり、「気づき」のための人材育成の方策を充実させる必要がありま

す。誰もが早期の「気づき」に対応できるよう、必要な研修の機会の確保を

図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゲートキーパー研修等の開催 担当課 

日頃から住民と接する機会の多い関係団体、職員等を

対象としたゲートキーパー研修を開催し、地域の支え手

となる人材の育成に努めます。 

健康福祉課 

総務課 

 

 

（３）住民への啓発と周知 

自殺を考えている人は悩みながらもサインを発しています。自殺を防ぐた

めには、このようなサインを発している本人や、そのサインに気づいた周り

の人が気軽に悩みを相談できる体制が十分周知されていることが重要です。 

このため、地域、職場及び学校等において、こころの健康に関する相談窓

口の周知活動を徹底し、早い段階で専門機関につなげていく体制を整えま

す。 

毎年９月 10 日から 16 日までの自殺予防週間及び３月の自殺対策強化月間

等における、長野県と連携した集中的な啓発活動の実施により、自殺や精神

疾患に対する正しい知識の啓発に努めます。 

 

広報紙等による相談窓口の周知 担当課 

こころの相談、弁護士相談等の窓口を、広報紙、村ウ

ェブサイト等により定期的に周知を図ります。 

総務課 

健康福祉課 

  

<ゲートキーパーの役割> 

① 気づき・・・家族や仲間の変化に気づいて声をかける。 

② 傾 聴・・・本人の気持ちを尊重し、耳を傾ける。 

③ つなぎ・・・早めに専門家へ相談するよう促す。 

④ 見守り・・・寄り添いながら、じっくり見守る。 

（精神保健センター「ゲートキーパーのためのリーフレット」） 
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広報媒体を活用した啓発活動 担当課 

広報紙に自殺予防週間（９月）、自殺対策強化月間

（３月）等に合わせて、自殺対策の情報を掲載し、施策

の周知と理解促進を図ります。 

総務課 

健康福祉課 

こころの体温計（ICT を活用した自殺対策） 担当課 

携帯電話やインターネットを使って、気軽に自分や身

近な方の心の健康状態を確認できる環境整備及び悩みに

応じた相談窓口の周知を図ります。 

健康福祉課 

図書館でのテーマ展示 担当課 

村図書館では「心を支え、命を守る」書籍を所蔵、提

供するとともに、自殺予防週間（９月）や、自殺対策強

化月間（３月）の際には、こころの健康に関する書籍紹

介や展示等を行います。 

教育委員会 

こころの健康づくり講座 担当課 

自殺の要因の 1つである精神疾患や、自殺問題に対す

る誤解や偏見を取り除き、心の健康や自殺に関する正し

い知識等について理解を深めるための研修を開催しま

す。 

健康福祉課 

成人式での周知 担当課 

相談窓口の一覧等について資料等を配布し、周知しま

す。 

健康福祉課 

教育委員会 

 

（４）生きることの促進要因への支援 

自殺対策は個人においても社会においても、「生きることの阻害要因」を減

らす取組に加えて「生きることの促進要因」を増やす取組を行うこととされ

ています。そのため、様々な分野で進められている「生きる支援」に関する

取組を、自殺対策と連動させながら推進していきます。 

 

こころの相談 担当課 

こころの不調を感じたとき、臨床心理士が相談に応じ

ます。必要に応じ、関係機関と連携を図りながら問題解

決に当たります。 

健康福祉課 

人権相談 担当課 

様々な相談を受け付ける中で、必要な場合には支援先

へつなげます。 

住民環境課 
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弁護士による無料法律相談 担当課 

法律の専門的知識のある弁護士に相談することで、問

題解決へのきっかけづくりをします。 

総務課 

司法書士による無料法律相談 担当課 

成年後見制度、遺言、相続、法律問題の相談について

は、必要に応じ、南箕輪村社会福祉協議会で実施してい

る、司法書士による無料法律相談につなげます。 

健康福祉課 

心配ごと相談 担当課 

暮らしや福祉制度の利用のことなど、日常生活上のあ

らゆる相談について、必要に応じ、南箕輪村社会福祉協

議会の心配ごと相談につなげます。 

健康福祉課 

消費生活相談 担当課 

消費生活上の困難を抱える人から相談のあった場合

は、必要に応じて適切な相談先につなげます。 

住民環境課 

精神保健相談・くらしと健康の相談 担当課 

心の悩み、不登校、ひきこもり、依存症問題等の相

談、また失業、倒産、家庭問題、多重債務等の相談のあ

った場合は、必要に応じ伊那保健福祉事務所の精神保健

相談やくらしと健康の相談につなげます。 

健康福祉課 

権利擁護 担当課 

判断能力に不安がある方は、犯罪等にも巻き込まれる

可能性もあり、必要に応じて、適切な支援先へつなぎま

す。 

健康福祉課 

各種健診・健康相談 担当課 

健診や健康相談等の機会に、住民の悩みを聴き、不安

やうつ状態を把握し、適切な心理ケアにつなげます。 

健康福祉課 

精神障がい者当事者交流会「まつの木の会」の実施 担当課 

こころの病気や障がいを抱えている仲間が交流できる

場を目的とした事業を引き続き開催します。当事者の状

況を定期的に把握し、症状悪化等の場合には対処策を講

じるなどの支援を行います。 

また地域のボランティア団体（まつぼっくりの会）に

協力してもらうことで、地域の人々との交流を図ってい

きます。 

健康福祉課 
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居場所づくりの推進 担当課 

◆高齢者障がい者交流施設・地域活動支援センター

（ぽっかぽかの家）【南箕輪村社会福祉協議会に委託】 

年齢や障がいの有無に関係なく誰でも自由に過ごせる

居場所を提供します。 

◆こども館・村民交流センター（すくすくはうす） 

子育て世代の親と子どもが気軽に集い、相互交流を図

る場を提供します。 

健康福祉課 

子育て支援課 

 

生きがいづくりの推進 担当課 

◆一般介護予防事業（ゆったり水中教室、げんきあっ

ぷクラブ等） 

介護予防に関する啓発や教室の開催、住民主体の通い

の場等の支援を行います。 

◆社会教育（公民館事業） 

公民館が主催する講座やサークル活動、わくわくクラ

ブのスクール等において住民に居場所や生きがいづくり

の提供を行います。 

◆住民主体の通いの場への支援 

サロンなど住民主体の通いの場の立ち上げや活動を支

援することで、気軽に参加できる身近な地域での交流の

場を確保します。 

健康福祉課 

教育委員会 

遺された人への支援 担当課 

自死により遺された家族は、深刻な影響を受けている

ことが多く、早期に伊那保健福祉事務所や、長野県精神

保健福祉センターで実施している、自死遺族交流会（伊

那あすなろ会）などの周知に努めるとともに、個別の支

援を行います。 

健康福祉課 

妊娠・出産に関わるメンタルヘルス対策 担当課 

妊娠届や赤ちゃん訪問、産後ケア事業等において、専

門家が関与し、必要な助言・指導等を提供することで、

リスクの軽減を図るとともに、他の専門機関と連携して

支援を継続していきます。 

また、産科医療機関と連携し、出産後の心身の健康状

態の回復を支援するために、産婦健康診査を実施しま

す。 

健康福祉課 

子育て支援課 
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うつ病以外の精神疾患等のハイリスク者対策の推進 担当課 

うつ病以外の精神疾患である統合失調症、アルコール

依存症等の自殺の危険因子を抱えたハイリスク者に対す

る継続的な支援体制や、地域での関係機関の連携体制を

強化します。 

健康福祉課 

身体の病気に関する悩みに対する支援 担当課 

生活習慣病、がん等といった健康問題の背景にうつ病

などの精神疾患が隠れている場合があることから、地域

の医療機関やその他の関係機関と連携し、身体面・経済

面などの不安の軽減を図ります。 

健康福祉課 

 

 

（５）児童生徒の SOS の出し方に関する教育 

児童生徒が命の大切さを実感できる教育だけでなく、命や暮らしの危機に

直面したとき、誰にどうやって助けを求めればよいかの具体的かつ実践的な

方法を学ぶと同時に、辛いときや苦しいときには助けを求めてよいというこ

とを学ぶ教室（SOS 出し方教育）を行うことにより、直面する問題に対処す

る力やライフスキルを身につけることができるよう取り組みます。 

 

SOS 出し方教育の実施 担当課 

中学校において、いじめ等の様々な困難やストレスに

直面した際に、信頼できる大人や相談機関に早めに SOS

を出せるよう、具体的かつ実践的な教育を行います。 

教育委員会 

健康福祉課 

子育て支援課 

教職員向け研修の実施  担当課 

児童生徒と日々接している教職員に対し、子どもが出

した SOS のサインについていち早く気づき、見守りなが

ら相談、支援機関につなげる役割ができるための研修会

の受講を促します。また、教員自身のメンタルヘルスに

関する研修会の受講を促します。 

教育委員会 

 

児童生徒の支援体制の強化 担当課 

不登校やいじめ等の問題行動およびハイリスク児童生

徒の早期発見と適切な対応を促進するため、関係課が連

携し、包括的・継続的に支援します。またスクールカウ

ンセラー、スクールソーシャルワーカー等を活用し、リ

スクの軽減を図ります。 

教育委員会 

子育て支援課 
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３ ５つの重点施策 

国が作成した本村の自殺実態プロファイルにおいては「高齢者」、「生活困窮

者」、「子ども・若者」、「無職者・失業者」、「勤務・経営」に係る自殺対策の取

組が重点課題であると推奨されました。これらの５つの課題に係る施策を推進

していきます。 

 

（１）高齢者への対策 

閉じこもりや抑うつ状態になりやすく、孤立・孤独に陥りやすいといった

高齢者特有の課題を踏まえつつ、様々な背景や価値観に対応した支援、働き

かけが必要です。 

村では、行政サービス、民間事業所サービス、民間団体の支援等を活用

し、高齢者の孤立・孤独を防ぐための居場所づくり、社会参加の強化といっ

た生きることの包括的支援としての施策の推進を図ります。 

 

① 包括的な支援のための連携の推進 

地域ケア会議 担当課 

地域包括ケアシステムにおいて必要な、多職種共同に

よるネットワークを構築し、またそれを活用して個別事

例や地域課題の検討、政策の反映に向けて議論するため

に行う会議を、地域包括支援センターの主催で行ってい

きます。地域の高齢者が抱える問題だけでなく、自殺対

策の視点も加えて支援の充実を図ります。 

健康福祉課 

民生委員による活動 担当課 

民生児童委員による地域の相談、支援を実施する中

で、適切な相談機関へつなぎます。 

健康福祉課 

 

② 地域における要介護者等に対する支援 

地域包括支援センター権利擁護事業 担当課 

高齢者本人の生活、権利をその人の立場にたって代弁

する、あるいは権利行使できるように支援していきま

す。 

健康福祉課 

家族介護者支援事業 担当課 

自宅で介護する家族の身体的・精神的・経済的負担の

軽減を目的に介護者交流会の実施や介護用品の購入等の

チケットを交付します。 

健康福祉課 
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認知症サポーター養成講座 担当課 

認知症に対する医療や接し方等について学ぶ講座を開

催し、認知症サポーターを増やすことで、地域で認知症

の方やその家族を見守り支える体制を整備します。 

健康福祉課 

介護相談 担当課 

介護に関する相談に応じます。 健康福祉課 

 

③ 高齢者の健康不安に対する支援 

地域包括支援センター総合相談事業 担当課 

地域に住む高齢者の様々な相談を受け付け、適切な機

関・制度・サービスにつなぎ、必要に応じて支援してい

きます。 

健康福祉課 

認知症総合支援事業 担当課 

認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

ために、認知症初期集中支援事業の実施や、関係機関や

地域住民とのネットワークを構築し、本人や家族の心身

の負担軽減を図ります。 

健康福祉課 

 

④ 社会参加の強化と孤独・孤立の予防 

一般介護予防事業 担当課 

全ての 65 歳以上の高齢者とその支援者を対象にし

た、介護予防に関する啓発や教室の開催、住民主体の通

いの場等の支援などを行い社会参加と交流の機会を確保

します。 

健康福祉課 

生活支援体制整備事業 担当課 

普段の生活の中の支えあいの普及、住民による組織的

な活動の育成・支援のため、各地区での懇談会の開催、

住民有志を主体としたセミナーの開催等を行います。 

健康福祉課 

まっくん生活支え愛事業 担当課 

登録ボランティアによるごみ出しや除雪など軽作業を

通して、地域とのつながりをつくり高齢者の孤立を予防

します。 

健康福祉課 

一人暮らし高齢者等支援事業 担当課 

高齢者の一人暮らし、二人暮らしの台帳を整備し必要

な支援、サービスを提供していきます。また必要に応じ

て民生委員などのかかわりにつなげていき、高齢者の孤

立を予防します。 

健康福祉課 
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老人クラブ活動補助 担当課 

ボランティア活動や地域の高齢者の交流活動を行う各

地区にある老人クラブへ活動補助金を交付します。 

健康福祉課 

 

 

（２）生活困窮者への対策 

生活困窮者はその背景として、虐待、性暴力被害、依存症、性的マイノリ

ティ、知的障がい、発達障がい、精神疾患、多重債務、労働等の多様かつ広

範な問題を複合的に抱えていることが多く、経済的困窮に加えて社会から孤

立しやすいという傾向があります。生活困窮の状態にある者・生活困窮に至

る可能性のある者が自殺に至らないように、生活困窮者自立支援制度の自立

相談支援等と連動させて効果的な対策を進めていきます。 

 

生活困窮者自立相談支援 担当課 

南箕輪村社会福祉協議会、生活就労支援センターまい

さぽ上伊那、生活保護実施機関である上伊那福祉事務所

など関係機関との連携を密にし、適切な支援先へつなげ

ます。 

健康福祉課 

生活保護に関する相談 担当課 

生活保護実施機関である上伊那福祉事務所と連携を密

にし、医療券の申請時など面談をする機会を通じて、悩

みを聴き適切な支援先へつなげます。 

健康福祉課 

納税・各種料金に関する相談 担当課 

納税・各種料金（保険料、保育料、上下水道料金等）

に関する相談等を受ける中で、生活困窮等の実態を把握

し、支援が必要と判断した場合は、適切な支援先へつな

げます。 

全庁的に実施 

 

 

（３）子ども・若者への対策 

子ども・若者への対策として、児童生徒、大学生、10 歳代から 30 歳代の

有職者と無職者、非正規雇用者等の対象者を念頭に自殺対策を進めていきま

す。抱える悩みが多様であり、かつ、子どもから大人への移行期には特有の

大きな変化があるため、ライフステージにあった対策が求められます。 

保健・医療・福祉・教育・労働等の分野の関係機関が連携して対策を進め

ていきます。 
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① いじめを苦にした子どもの自殺の予防 

SOS 出し方教育の実施（再掲） 担当課 

中学校において、いじめ等の様々な困難やストレスに

直面した際に、信頼できる大人や相談機関に早めに SOS

を出せるよう、具体的かつ実践的な教育を行います。 

教育委員会 

健康福祉課 

子育て支援課 

人権教育によるいじめ防止の啓発 担当課 

人権教育等を実施し、互いを認め合うこころの醸成を

通して、いじめ防止の啓発を図ります。 

教育委員会 

南箕輪村いじめ防止基本方針に基づいたいじめ防止等

の対策の推進 

担当課 

いじめ防止の啓発及びいじめ発生時における適切な対

応を行います。 

教育委員会 

 

② 若者の抱えやすい課題に着目した学生・生徒等への支援の充実 

若者の支援体制の強化、子育て世代包括支援センター

事業 

担当課 

若年層が抱える様々な問題（不登校、就労問題、人間

関係、いじめ、ひきこもり、虐待等）に対し、関係課が

連携し、包括的・継続的に支援します。 

子育て世代包括支援センターでは、妊娠期から 18 歳

にいたるまで、切れ目のない支援を目指します。 

また、いな若者サポートステーションや長野県ひきこ

もり支援センター等の相談支援機関との連携を強化し、

社会参加や就労等の個別支援を推進します。 

子育て支援課 

健康福祉課 

教育委員会 

不登校児童生徒支援事業 担当課 

不登校の児童・生徒を対象にした中間教室（南箕輪小

学校、南箕輪中学校、こども館）を設置し、学校復帰に

向けて集団適応指導、学習指導、教育相談等を行いま

す。 

教育委員会 

訪問型子どもの学習支援事業 担当課 

南箕輪村社会福祉協議会が実施している生活困窮世帯

等の子どもに対する個別学習支援事業に他機関と連携し

ながらつなげます。 

教育委員会 

子育て支援課 

健康福祉課 

若者回帰・定住増進事業 担当課 

主に、都市圏に出ている村内出身の学生に向けて、地

元に戻って就職しやすくする環境を整備します。 

地域づくり推進課 
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学級満足度調査 担当課 

児童・生徒の心理面や学級集団を客観的に把握し、必

要な支援を行い学級経営の充実を図ります。 

教育委員会 

 

③ 経済的困難を抱える子ども等への支援の充実 

就学援助 担当課 

経済的理由により就学困難な児童・生徒に対し、給食

費・学用品等を補助します。 

教育委員会 

ひとり親家庭等への支援 担当課 

ひとり親家庭等へ、医療費助成やヘルパー派遣、高等

学校生徒通学費補助、助成また自立に向けて（給付金、

手当て等）支援します。 

子育て支援課 

住民環境課 

 

 

（４）無職者・失業者への対策 

自殺のリスクが高い無職者・失業者では、離職・長期間失業など就労や経

済の問題を抱えている場合もあれば、経済問題以外の傷病、障がいや人間関

係の問題等を抱えている場合もあります。当事者のリスクを把握し、多職

種、多分野で支える当事者本位の支援体制を構築します。 

 

子育て女性再就職トータルサポート事業 担当課 

子育て中の女性に関するニーズの把握、相談やスキル

アップ講座等総合的な支援を実施するための環境、子ど

もを育てながら様々な働き方ができる環境を整備しま

す。 

地域づくり推進課 

生活困窮者自立相談支援 担当課 

南箕輪村社会福祉協議会、生活就労支援センターまい

さぽ上伊那、生活保護実施者である上伊那福祉事務所な

ど関係機関との連携を密にし、支援します。 

健康福祉課 

長野県無料職業紹介事業 担当課 

子育て中の女性や障がい者、ひとり親家庭の父母等か

ら相談があった場合は、必要に応じ、上伊那地域振興局

商工観光課で実施している無料職業紹介事業につなげま

す。 

健康福祉課 

産業課 
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上伊那圏域障がい者就業・生活支援センター「きらり

あ」との連携 

担当課 

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障

がいのある方に対し、相談や職場・家庭訪問等を実施し

ている、上伊那圏域障がい者就業・生活支援センター

「きらりあ」に必要に応じ、つなげます。 

健康福祉課 

 

 

 

（５）勤務・経営への対策 

  自殺の４割近くが有職者となっています。働き盛りの年代は、心理的、社

会的にも負担を抱えることが多く、また過労、失業、病気、親の介護等によ

り、心の健康を損ないやすいとされています。こうした人々が安心して社会

生活ができるようにするためには、精神保健的な視点だけでなく、社会・経

済的な視点を含む包括的な取組が重要です。 

  このことから、自殺対策を「生きる支援」ととらえ、自殺の危機経路に即

した対策を実施するため、様々な分野の人々や組織が連携し、悩みを抱える

人や自殺リスクの高い人に包括的な支援が届く体制づくりに取り組みます。 

 

 経営者支援セミナー等  担当課 

 南箕輪村商工会や上伊那産業振興会等と連携した経営

者支援セミナー等を実施します。 

産業課 

 事業所健診、健康相談  担当課 

 事業所健診（国民健康保険加入者）の結果提出時、ま

た健康相談時に、悩みを聴き、不安やうつ状態を把握

し、適切な心理ケアにつなげます。 

 健康福祉課 
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４ 評価指標 

 

<活動指標> 

評価項目 
現状値 

（平成 29 年度） 

平成 35 年度（2023 年

度）までの目標値 

自殺対策推進本部の開催 － １回/年以上 

ゲートキーパーの研修開催回数 － １回/年 

広報紙・村ウェブサイトでの自

殺対策についての啓発 

相談窓口につい

ては毎月周知 

相談窓口：毎月周知 

自殺対策啓発：２回/

年 

成人式での啓発 － １回/年 

SOS 出し方教育実施回数 － １回/年（中学校） 

 

<成果指標> 

評価項目 
現状値 

（平成 29 年度） 

平成 35 年度（2023 年

度）までの目標値 

自殺者数 
3.4 人/年 

（H24～H28 年平均） 
2 人以下/年 

こころの体温計総アクセス数 2,861 件/年 3,000 件以上/年 

まっくん生活支え愛事業ボラン

ティア登録者数（延べ） 
67 人 100 人 

認知症サポーター数 914 人 1,500 人 

なるほど・ザ・地域懇談会参加者

数 
280 人/年 340 人/年 

住民主体の新たな支え合い活動

の数 
15 か所 20 か所 

こころの相談利用者数（延べ） 26 人/年 30 人以上/年 
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５ その他、生きる支援の関連施策 

基本施策、重点施策以外にも、自殺対策の視点を加えた様々な取組を展開し

ます。 

 

  担当課 担当係 事業名 自殺対策の視点からの事業の捉え方 

１ 総務課 行政係 職員の健康管理 

職員にストレスチェックを実施し、メンタル不調に

よる自殺防止を図る。年に一度の健康診断を受診さ

せ、住民からの相談に応じる職員の心身面の健康の

維持増進を図ることで、支援体制の確保につなげ

る。 

２ 総務課 
管理 

防災係 

交通安全対策に関

する事務 

交通事故の加害者・被害者ともに、事故後には様々

な困難や問題に直面し、自殺リスクが高まる可能性

がある。交通事故に関する相談や助言等を実施する

ことで、自殺リスクの軽減を図る。 

また、相談者にリーフレットを配布することで、支

援機関等の情報周知が可能となる。 

３ 

地域 

づくり 

推進課 

企画係 
まっくんバス等交

通政策事務 
バスへ自殺対策に関するチラシの掲載等を行う。 

４ 財務課 
税務係      

収納係 
滞納整理事務 

電話催告での通話可否や、滞納整理の訪問の際に住

居の状態や本人および家族の状況を確認する中で、

支援が必要と思われる場合は担当部署へつなげる。 

５ 財務課 収納係 徴収員集金業務 

訪問集金の際に住居の状態や本人および家族の状態

を確認する中で、支援が必要と思われる場合は担当

部署へつなげる。 

６ 
住民 

環境課 
住民係 

住民基本台帳事務

における支援措置

事務 

ＤＶ被害者から相談のあった場合は、必要に応じ適

切な相談先につなげる。 

７ 
住民 

環境課 

生活 

環境係 
環境衛生事業 

いわゆる「ごみ屋敷」の住人に対し、指導していく

中で悩みなどがあれば、必要に応じ適切な相談先に

つなげる。 

８ 
健康 

福祉課 

健康 

推進係 
保健計画 

計画の改定の際には、自殺対策につき言及し子ども

から大人までの心身の健康づくりを推進する。 

９ 
健康 

福祉課 

健康 

推進係 

生活習慣病予防

(健診、健康相

談、結果説明会） 

健康診断や、結果説明会等の機会を利用すること

で、問題に関する詳しい聞き取りを行ったり、必要

な場合には専門機関につなげる。 
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  担当課 担当係 事業名 自殺対策の視点からの事業の捉え方 

10 
健康 

福祉課 

健康 

推進係 

母子保健（ステッ

プ教室・臨床心理

士相談） 

子どもの発達に関して専門職が相談に応じること

で、母親の負担や不安感の軽減を図る。必要時には

別の関係機関へつなげる等の対応をとることで、包

括的な支援を提供する。 

11 
健康 

福祉課 

健康 

推進係 

母子保健（乳幼児

健診・相談） 

乳幼児健診は、家庭問題等を把握する貴重な機会と

なり得る。貧困家庭への支援や虐待防止等の各種施

策と連動させていくことで、幼児のみならずその親

をも含めて包括的な支援を展開していく。 

12 
健康 

福祉課 

健康 

推進係 

食育・食生活改善

事業 

食生活を切り口に生活状況の把握を行い、必要に応

じて適切な相談につなげる。 

13 
健康 

福祉課 
福祉係 

各種障がい手当関

係（福祉手当、特

別児童扶養手当、

特別障害者手当、

障害児福祉手当支

給事務） 

各種手当の申請時に当事者や家族と応対する機会を

活用し、困りごと等の相談があった場合は適切な相

談先につなげる。 

14 
健康 

福祉課 
福祉係 

障がい者（児）支

援（障がい福祉サ

ービスも含む）に

関する事務 

障害者手帳交付等手続きや障がい福祉サービスの申

請等を通じ、障がい者（児）の抱える様々な問題に

気づく最初の相談窓口となることも多いため、応対

する機会や支援会議などを生かし、適切な支援機関

へつなげる。 

15 
健康 

福祉課 
福祉係 

障がい者差別解消

推進事業 

不当な差別的取り扱いを受けた等の相談時には適切

な関係機関につなげる。 

16 
健康 

福祉課 

高齢者

支援係 

老人ホームへの入

所 

６５歳以上で経済的な理由等により自宅での生活が

困難な高齢者への入所の手続きを通して、家庭での

様々な問題について把握し、必要な支援先へつなげ

る。 

17 
子育て

支援課 

子育て

教育 

支援 

相談室 

南箕輪村子育て支

援短期利用事業

（ショートステ

イ） 

子どもの一時預かりは、保護者に休養を与えるとと

もに、家族の状況や保護者の抱える問題・悩み等を

把握し、必要に応じて支援を提供していく。 

18 
子育て

支援課 

子育て

教育 

支援 

相談室 

産後育児ヘルパー

派遣事業 
保護者の休養、産後うつ症状の緩和を図る。 
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  担当課 担当係 事業名 自殺対策の視点からの事業の捉え方 

19 
子育て

支援課 

子育て

教育 

支援 

相談室 

保育園等巡回相談

事業 

保護者との面接は、保護者や家庭の状況を知る機会

となる。 

保護者や家庭が問題を抱えている場合には、必要な

支援先へつなげる。 

20 
子育て

支援課 

こども

館係 

ファミリーサポー

トセンターの運営 

依頼者との打ち合わせの際、必要時には専門機関の

支援につなげる。 

21 
子育て

支援課 

子ども

館係 

放課後等児童クラ

ブの運営 

保護者との情報交換の場で、危機的状況にある保護

者を発見した場合は早期の対応につなげる。 

22 
子育て

支援課 

子育て

支援係 

（緊急）一時的保

育事業 

現在保育園に通っていない児童を対象に、保護者の

方の緊急事態などにより家庭で保育ができない場

合、短期の保育を実施する。 

23 
子育て

支援課 

子育て

支援係 

児童扶養手当支給

事務 

受給者との面接は、保護者や家庭の状況を知る機会

となる。保護者や家庭が問題を抱えている場合に

は、必要な支援先へつなげる。 

24 
子育て

支援課 

子育て

支援係 

病児・病後児保育

事業 

子どもの預かりと養育の機会は、保護者の家庭の状

況を知る機会となる。保護者や家庭が問題を抱えて

いる場合には、必要な支援先へつなげる。 

25 
子育て

支援課 

子育て

支援係 

療育施設たけのこ

園の運営 

障がい児の直面する様々な生活上の困難への対応負

担から、保護者自身が疲弊し自殺リスクを抱える可

能性もある。 

対応を行う職員にゲートキーパー研修を実施するこ

とで、家族の状況把握の際に自殺対策の視点につい

ても理解してもらうことで、問題を抱えている場合

には、その職員が適切な支援へつなげる等、対応の

強化を図る。 

26 
子育て

支援課 

子育て

支援係 

相談支援事業所み

なみみのわの運営

事業 

障がい児の直面する様々な生活上の困難への対応負

担から、保護者自身が疲弊し自殺リスクを抱える可

能性もある。 

対応を行う職員にゲートキーパー研修を実施するこ

とで、家族の状況把握の際に自殺対策の視点につい

ても理解してもらうことで、問題を抱えている場合

には、その職員が適切な支援先へつなげる。 

27 
建設 

水道課 

建設 

管理係 
公営住宅管理事務 

公営住宅の入居者や入居申請者の中には生活困窮や

低収入など生活面で困難や問題を抱えていることが

少なくないため、様々な困難を抱えた住民がいた場

合には、必要に応じて他機関へつなげる。 
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  担当課 担当係 事業名 自殺対策の視点からの事業の捉え方 

28 
建設 

水道課 

建設 

管理係 

道路・水路・河川

管理に関する事務 

安心・安全な道路等を管理する。自殺しづらい環境

整備を進める。 

29 
建設 

水道課 

建設 

工事係 

都市計画公園の管

理及び設置に関す

る事務 

遊具、レクリエーション設備の設置等、皆が気持ち

よく利用できる公園環境づくり。自殺しづらい環境

となるよう巡回等を行う。 

30 

教育 

委員会 

事務局 

学校 

教育係 

教職員ストレスチ

ェック 

教職員のストレスの状況を把握し、職場環境の改善

を図るとともにストレスの低減を促す。 

31 

教育 

委員会 

事務局 

社会 

教育係 

人権教育啓発活動

の推進 

人権研修や自殺対策強化月間や自殺予防週間等の

際、ポスターの掲示や、宣伝パンフレットの配置。 

 


